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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　作用剤を遅れて解放させるための、該作用剤を含んだポリマーネットワークを製造する
方法であって、
　重合可能なオリゴマーと作用剤、及び適宜更なるモノマー及び／又は助剤を混合する工
程、及び得られた混合物を熱的又は光化学的に重合する工程を含む方法において、
　重合可能な混合物が以下の成分：
　（Ａ）１９．９質量％～９９．８質量％の少なくとも１種のオリゴマーであって、（メ
ト）アクリレート基を含み、平均モル質量Ｍｎが４５０～１１００ｇ／ｍｏｌの範囲であ
り、及びエポキシ（メト）アクリレート類、ポリエステル（メト）アクリレート類、ウレ
タン（メト）アクリレート類の群から選ばれ、且つ１つのオリゴマー分子に対する（メト
）アクリレート基の数の算術平均値が２．１～５の範囲であるオリゴマー、
　（Ｂ）０質量％～４９．８質量％の少なくとも１種のモノマーであって、（メト）アク
リレート基を含み、及びモル量Ｍｎが３５０ｇ／ｍｏｌ未満の前記少なくとも１種のモノ
マー、
　（Ｃ）前記重合可能な混合物に溶解可能な、０．１質量％～８質量％の少なくとも１種
の開始剤、
　（Ｄ）前記重合可能な混合物に分散可能又は溶解可能な、０．１質量％～８０質量％の
少なくとも１種の作用剤、
　（Ｅ）合わせて０質量％～２０質量％となる、更なる助剤及び／又は添加剤、
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を含み、且つ
　上記各質量％は、前記重合可能な混合物の全成分の合計量に基いて表され、及び使用さ
れる成分（Ａ）～（Ｅ）全体の量が１００％であり、
　前記作用剤は、殺生物剤、農薬、除草剤、防腐剤、及び農作物保護のために適用される
フェロモンから成る群から選ばれることを特徴とする方法。
【請求項２】
　作用剤を遅れて解放させるための、該作用剤を含んだポリマーネットワークを製造する
方法であって、
　重合可能なオリゴマーと作用剤、及び適宜更なるモノマー及び／又は助剤を混合する工
程、及び得られた混合物を熱的又は光化学的に重合する工程を含む方法において、
　重合可能な混合物が以下の成分：
　（Ａ）１９．９質量％～９９．８質量％の少なくとも１種のオリゴマーであって、（メ
ト）アクリレート基を含み、平均モル質量Ｍｎが４５０～１１００ｇ／ｍｏｌの範囲であ
り、及びエポキシ（メト）アクリレート類、ポリエステル（メト）アクリレート類、ウレ
タン（メト）アクリレート類又はポリエーテル（メト）アクリレート類の群から選ばれ、
且つ１つのオリゴマー分子に対する（メト）アクリレート基の数の算術平均値が２．１～
５の範囲であるオリゴマー、
　（Ｂ）５質量％～４９．８質量％の少なくとも１種のモノマーであって、（メト）アク
リレート基を含み、及びモル量Ｍｎが３５０ｇ／ｍｏｌ未満の前記少なくとも１種のモノ
マー、
　（Ｃ）前記重合可能な混合物に溶解可能な、０．１質量％～８質量％の少なくとも１種
の開始剤、
　（Ｄ）前記重合可能な混合物に分散可能又は溶解可能な、０．１質量％～８０質量％の
少なくとも１種の作用剤、
　（Ｅ）合わせて０質量％～２０質量％となる、更なる助剤及び／又は添加剤、
　を含み、且つ
　上記各質量％は、前記重合可能な混合物の全成分の合計量に基いて表され、及び使用さ
れる成分（Ａ）～（Ｅ）全体の量が１００％であることを特徴とする方法。
【請求項３】
　前記重合後に結果として生じるポリマーネットワークが、粉末に加工されることを特徴
とする請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記重合が、重合可能な混合物の１０～５００μｍの厚さを有するフィルムへの加工、
該フィルムへの化学線放射による照射、及び重合後のフィルムの粉砕により光化学的に実
施されることを特徴とする請求項１又は２に記載の方法。
【請求項５】
　前記重合が、懸濁重合法により熱的に実施され、且つ前記懸濁重合法のうちに形成され
るポリマーネットワークの粒子サイズが、０．２～５０μｍであることを特徴とする請求
項１又は２に記載の方法。
【請求項６】
　１つのオリゴマー分子に対する（メト）アクリレート基の数の平均値が、２．５～４．
５であることを特徴とする請求項１～５の何れか１項に記載の方法。
【請求項７】
　前記モノマー（Ｂ）が、１～３のオレフィン基を包含するオレフィン基を含むことを特
徴とする請求項１～６の何れか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記少なくとも１種の作用剤が、殺生物剤、除草剤、伝達物質及び／又は香気からなる
群から選択される作用剤であることを特徴とする請求項２、及び請求項２を引用する請求
項３～７の何れか１項に記載の方法。
【請求項９】
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　前記作用剤が、少なくとも２種使用されることを特徴とする請求項１～８の何れか１項
に記載の方法。
【請求項１０】
　請求項１～９の何れか１項に記載の方法により得られる、作用剤を遅れて開放させるた
めの、該作用剤を含んだポリマーネットワーク。
【請求項１１】
　前記作用剤が、殺生物剤であることを特徴とする請求項１０に記載の作用剤を含んだポ
リマーネットワーク。
【請求項１２】
　前記作用剤が、農薬であることを特徴とする請求項１０に記載の作用剤を含んだポリマ
ーネットワーク。
【請求項１３】
　前記作用剤が、除草剤であることを特徴とする請求項１０に記載の作用剤を含んだポリ
マーネットワーク。
【請求項１４】
　請求項２、及び請求項２を引用する請求項３～９の何れか１項に記載の方法により得ら
れる、作用剤を遅れて開放させるための、該作用剤を含んだポリマーネットワークであっ
て、
　前記作用剤が、伝達物質及び／又は香気であることを特徴とするポリマーネットワーク
。
【請求項１５】
　フィルム、塗料、及び分散物の保護のための請求項１１に記載の作用剤を含んだポリマ
ーネットワークの使用方法。
【請求項１６】
　農作物保護のための請求項１２に記載の作用剤を含んだポリマーネットワークの使用方
法。
【請求項１７】
　植物の生長調節のための請求項１３に記載の作用剤を含んだポリマーネットワークの使
用方法。
【請求項１８】
　少なくとも２種の異なるポリマーネットワークの組み合わせであって、前記ポリマーネ
ットワークがそれぞれ異なる作用剤を含むものの前記組み合わせが使用されることを特徴
とする請求項１５～１７の何れか１項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、（メト）アクリレート、適宜更なるモノマー、及び作用剤を含むオリゴマー
からなる作用剤を含んだポリマーネットワークの製造方法、その製造方法により得られる
ポリマーネットワーク、及び様々な目的、より詳細には、材料の保護又は農作物保護のた
めのそのネットワークの使用方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　使用される作用剤には多くの用途があるため、望まない副作用を避けるためにその系に
おいて使用される作用剤は比較的低い濃度のみで存在させるが、この低い濃度を比較的長
い期間にわたって確かに維持させることが求められる。
【０００３】
　この例としては、塗料、フィルム、又は他の材料の防腐剤として使用され、且つ常に最
小有効濃度のみでその系中に存在すべき殺生物剤が含まれる。この目的のために、作用剤
の遅延解放をもたらす系が求められる。
【０００４】
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　作用剤の解放を遅延させるために、カプセルに封じ込めた作用剤が知られている。例え
ば、ＷＯ９０／０２６５５、ＷＯ２００４／０００９５３、又はＥＰ１４６００８９Ａ１
に開示されているように、作用剤は、例えば、マイクロカプセル（コア－シェルカプセル
化）中に封入できる。しかしながら、この方法ではカプセルが破壊されると直ぐに作用剤
が解放されるので、長期間に亘る一定の割合での解放はできない。
【０００５】
　さらに、作用剤を、その作用剤が遅延して解放されるポリマーネットワークに組み込む
ことが知られている。また、この方法は、マトリクス封入（matrix encapsulation）とし
て知られている。
【０００６】
　ＵＳ３，２２０，９６０には、架橋度の低い親水性共重合体と２０～９７％の水とを含
む成形体が開示されている。その架橋された共重合体の主な構成要素は、モノオレフィン
モノマー、具体的には（メト）アクリル酸エステル、及びまた、第二の構成要素として、
少なくとも２種の（メト）アクリル酸基を含む（メト）アクリル酸エステルである。水中
に溶解されるものは、例えば、抗菌性物質のような薬剤であることが多い。ハイドロゲル
成形体は保護することが要求される媒質中に添加されても良い。
【０００７】
　ＤＥ ２５ ２８ ０６８ Ｃ２には、作用剤を含む共重合体の非水溶性の親水性ゲルが開
示されている。その共重合体は、４００～８０００ｇ／ｍｏｌの分子量を有し、且ついず
れの場合にも２末端オレフィン基及び３０～９０質量％の水溶性モノオレフィンモノマー
（また適当な場合には、非水溶性モノマーの混合物中に含む）を含む、１０～７０質量％
の疎水性のマクロマーで構成される。その作用剤は、重合前でさえそれら作用剤をモノマ
ー混合物中に溶解させるか、又は重合体が製造された後にそれら作用剤をゲルに吸収させ
ることによりそのゲル中に収容される。作用剤の性質に依存して、水中に作用剤の９０％
が解放される時間が３０～３００時間となるような例が記載される。多くの処理において
これは迅速すぎる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】ＷＯ９０／０２６５５
【特許文献２】ＷＯ２００４／０００９５３
【特許文献３】ＥＰ１４６００８９Ａ１
【特許文献４】ＵＳ３，２２０，９６０
【特許文献５】ＤＥ ２５ ２８ ０６８ Ｃ２
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　作用剤の解放を一様に大きく遅延させることができる改良されたポリマーネットワーク
を提供することが本発明の目的であった。ここで、そのネットワーク構造は、とても単純
に異なる作用剤の使用、及び求められる解放割合に適合するべきである。さらに、その作
用剤は、そのネットワークへの組み込みの結果として改変されるべきではない。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　従って、作用剤を含んだポリマーネットワークを製造する方法であって、重合可能なオ
リゴマーと作用剤、及び適宜更なるモノマー及び／又は助剤を混合する工程、及び得られ
た混合物を熱的又は光化学的に重合する工程を含む方法において、その重合可能な混合物
が、（Ａ）１９．９質量％～９９．８質量％のオリゴマーであって、（メト）アクリレー
ト基を含み、平均モル量Ｍｎが３５０～５０００ｇ／ｍｏｌの範囲であり、及びエポキシ
（メト）アクリレート類、ポリエステル（メト）アクリレート類、ウレタン（メト）アク
リレート類又はポリエーテル（メト）アクリレート類の群から選ばれ、且つ１つのオリゴ
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マー分子に対する（メト）アクリレート基の数の算術平均値が２．１～５の範囲であるオ
リゴマー、（Ｂ）０質量％～４９．８質量％の少なくとも１種のモノマーであって、オレ
フィン基を含み、及びモル量Ｍｎが３５０ｇ／ｍｏｌ未満の前記少なくとも１種のモノマ
ー、（Ｃ）前記光重合可能な混合物に溶解可能な、０．１質量％～８質量％の少なくとも
１種の開始剤、（Ｄ）前記光重合可能な混合物に分散可能又は溶解可能な、０．１質量％
～８０質量％の少なくとも１種の作用剤、（Ｅ）合わせて０質量％～２０質量％となる、
更なる助剤及び／又は添加剤、を含み、且つ上記各質量％は、前記重合可能な混合物の全
成分の合計量に基いて表され、及び使用される成分（Ａ）～（Ｅ）全体の量が１００％で
あることを特徴とする方法を発見した。
【００１１】
　また、上述の方法により得ることができる作用剤を含んだポリマーネットワークを発見
した。
【００１２】
　最後に、工業材料、フィルム、塗料、及び分散物の保護の目的のための、及びまた農作
物保護における、上述の作用剤を含んだポリマーネットワークの使用方法を発見した。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施例１及び実施例２における、作用剤の解放時間を配列した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　発明の詳細を以下にこれから説明する。
【００１５】
オリゴマー（Ａ）
　本発明のポリマーネットワークを構成するための重合可能な混合物は、（メト）アクリ
レート基を有する少なくとも１種のオリゴマー（Ａ）を含む。
【００１６】
　使用されるオリゴマー（Ａ）は、エポキシ（メト）アクリレート、ポリエステル（メト
）アクリレート、ウレタン（メト）アクリレート、又はポリエーテル（メト）アクリレー
トの群から選択される少なくとも１種である。また、２種以上の異なるオリゴマー（Ａ）
を使用することができ、それにより効果が増大することが期待される。またさらに、使用
されるオリゴマーは上述の構造的特徴を２種以上有しても良い。例えば、エーテル、エポ
キシ、及びウレタン単位を含むオリゴマーを使用することができる。またそれゆえ、ポリ
エステル（メト）アクリレート及びポリエーテル（メト）アクリレートの言葉にはそれぞ
れ、ポリエステルエーテル（メト）アクリレートが含まれる。
【００１７】
　この種類のオリゴマー及びそれらの混合物は、基本的に当業者に公知である。そのよう
なオリゴマーの製造方法は、例えば、ＤＥ １０２ ５９ ６７３ Ａ１、ＥＰ ２８０ ２２
２ Ａ２、ＥＰ ６８６ ６２１ Ａ１、又はＥＰ ９０３ ３６３ Ａ１に開示されている。
【００１８】
　ポリエーテル（メト）アクリレートは（メト）アクリル酸とアルコキシル化ポリオール
のエステル化による、基本的に公知の方法で得ることができる。
【００１９】
　アルコキシル化ポリオールは、当業者に公知の方法により、アルキレンオキシドとポリ
オールの反応により得ることができる。実施可能な形態は、“Ｈｏｕｂｅｎ－Ｗｅｙｌ，
Ｍｅｔｈｏｄｅｎ ｄｅｒ Ｏｒｇａｎｉｓｃｈｅｎ Ｃｈｅｍｉｅ”（Ｔｈｉｅｍｅ Ｖｅ
ｒｌａｇ Ｓｔｕｔｔｇａｒｔ， Ｈｅｉｎｚ Ｋｒｏｐｆ編集、第４版、１９７０年、１
／６ａ巻、１部、３７３～３８５ページ）に記載されている。
【００２０】
　ポリオールは脂肪族、脂環式、又は芳香族のポリオールを使用することができる。好ま
しくは、それらは直鎖の又は分岐した脂肪族ポリオールである。一般的に言って、そのポ
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リオールは、４～５０の、好ましくは５～４０の、より好ましくは６～３０の、最も好ま
しくは８～２６の炭素原子を有する。好適なポリオールの例は、ＤＥ １０２ ５９ ６７
３Ａ１の段落［００１１］～［００２６］に開示されている。好ましいポリオールは、例
えば、トリメチロールブタン、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、ネオペ
ンチルグリコール、又はペンタエリスリトールを含み、特に好ましくは、トリメチロール
エタン、トリメチロールプロパン、及びペンタエリスリトールである。
【００２１】
　ポリオールはエトキシル化され、プロポキシル化され、又はエトキシル化及びプロポキ
シル化が混合してなされていてもよいが、好ましくはエトキシル化されたポリオールがよ
い。アルコキシル化の程度は、ポリマーネットワークの要求される特性に従って、当業者
により設定されてよい。好ましいポリオールは、公知の方法で、それぞれの場合の平均ア
ルコキシル化度に関して上述のアルコキシル化の割合、１～２０倍、より好ましくは５～
２０倍、非常に好ましくは１０～２０倍、そしてより好ましくは１２～２０倍のアルコキ
シル化されたトリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、又はペンタエリスリトー
ルである。
【００２２】
　ポリエーテル（メト）アクリレートをもたらす、アルコキシル化されたポリオールと（
メト）アクリル酸のエステル化反応は、ＤＥ １０２ ５９ ６７４Ａ１の段落［００３８
］～［０１３２］に記載された方法に従って実施することができる。
【００２３】
　ポリエステル（メト）アクリレートは、アジピン酸のようなジカルボン酸と、１，４－
ブタンジオールのようなジオールと、及びまたトリメチロールエタン、トリメチロールプ
ロパン、及びペンタエリスリトールのような２以上のＯＨ基を有するアルコールとから開
始される、基本的に公知の方法でポリエステルを製造することにより得ることができる。
有利なことに、その（メト）アクリレート基は、例えば、ポリエステルの末端ＣＯＯＨ基
とヒドロキシエチルアクリレートのようなヒドロキシアルキル（メト）アクリレートとの
反応により得ることができる。
【００２４】
　エポキシ（メト）アクリレートはポリエポキシドと（メト）アクリル酸の反応による、
基本的に公知な方法で得ることができる。使用することができるエポキシド化合物は、例
えば、脂肪族又は芳香族ポリオールのグリシジルエーテルを含む。この種類の生成物はそ
の多くが市販のものを入手することができる。特に好ましくは、ビスフェノールＡ、Ｆ、
又はＢタイプのポリグリシジル化合物、それらの完全に水素添加された誘導体、及び１，
４－ブタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、
１，６－ヘキサンジオール、グリセロール、トリメチロールプロパン、及びペンタエリス
リトールのような多価アルコールのグリシジルエーテルである。特に詳細には、ビスフェ
ノールＡジグリシジルエーテル、１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル、トリメ
チロールプロパントリグリシジルエーテル、及びペンタエリスリトールテトラグリシジル
エーテルが好ましく、より詳細にはビスフェノールＡジグリシジルエーテルが好ましい。
そのような反応の詳細は、ＤＥ １０２ ５９ ６７４ Ａ１の段落［０１３３］～［０１４
３］に記載されている。
【００２５】
　本発明のさらなる実施形態においては、混合物中でポリエーテル（メト）アクリレート
と共にエポキシ（メト）アクリレートを使用することができる。上述の（メト）アクリル
酸とアルコキシル化されたポリオールのエステル化のうちに、使用される（メト）アクリ
ル酸は過剰量であることが好ましい。反応混合物からの過剰量のアクリル酸の除去を回避
するために、エポキシ（メト）アクリレートを形成するためのポリエポキシドを化学量論
的な量で添加することにより過剰量の画分を容易に除去することができる。また、完全に
エステル化したアルコキシル化ポリオール及びエポキシエステルと同様に、そのような混
合物は二次的構成成分として、エステル化されていない又は部分的にエステル化されたア
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ルコキシル化ポリオール、及びエポキシドとのそれらについての反応生成物自身のような
、さらなる生成物を含んでもよい。
【００２６】
　ウレタン（メト）アクリレートはウレタン基及び（メト）アクリレート基の両方を含む
。それらは、２以上のＯＨ基を含む化合物と、ジイソシアネート又はポリイソシアネート
と、及びまたさらに、少なくとも１種のヒドロキシアルキル（メト）アクリレートとの反
応による、基本的に公知の方法により得ることができる。好適なジイソシアネート又はポ
リイソシアネートは、例えば、少なくとも１．８、好ましくは１．８～５、より好ましく
は２～４のＮＣＯ官能価を有する脂肪族、芳香族、脂環式のジイソシアネート及びポリイ
ソシアネート、及びまた、それらのイソシアヌレート、ビウレット、アロファネート、及
びウレトジオンを含む。好ましくは、２，４－又は２，６－トリレンジイソシアネート及
びそれらの異性体混合物、ヘキサメチレンジイソシアネート、１，３－ビス（イソシアナ
トメチル）シクロヘキサン、イソホロンジイソシアネート、及びジ（イソシアナトシクロ
ヘキシル）メタンが挙げられる。好ましく使用することができるヒドロキシアルキル（メ
ト）アクリレートは、２－ヒドロキシエチル（メト）アクリレート、２－又は３－ヒドロ
キシプロピル（メト）アクリレート、１，４－ブタンジオールモノ（メト）アクリレート
、ネオペンチルグリコールモノ（メト）アクリレート、グリセロールモノ（メト）アクリ
レート及びジ（メト）アクリレート、トリメチロールプロパンモノ（メト）アクリレート
及びジ（メト）アクリレート、及びペンタエリスリトールモノ（メト）アクリレート、ジ
（メト）アクリレート、及びトリ（メト）アクリレートを含む。２－ヒドロキシエチル（
メト）アクリレートが特に好ましい。
【００２７】
　ＯＨ基を含む化合物として、上述のポリエステルを使用することができる。また、本発
明の特に好ましい一実施の形態では、上述のエポキシ（メト）アクリレートとポリエーテ
ル（メト）アクリレートの混合物を使用することができる。（メト）アクリル酸とのエス
テル化に続いて、エポキシ（メト）アクリレートはイソシアネート基と反応することがで
きるＯＨ基を有し、その混合物中に存在する不完全にエステル化されたアルコキシル化ポ
リオールはＯＨ基を有する。ジイソシアネート及びポリイソシアネートと、及びまたヒド
ロキシアルキル（メト）アクリレートとの反応後に残留しているイソシアネート基は、例
えば、メタノール又はエタノールのような一価アルコールとの反応により不活性化するこ
とができる。ウレタン（メト）アクリレートの製造に関するさらなる詳細は、ＤＥ １０
２ ５９ ６７４ Ａ１の段落［０１４５］～［０１７１］に記載されている。
【００２８】
　オリゴマー（Ａ）は３５０～５０００ｇ／ｍｏｌの平均モル質量Ｍｎを有する。Ｍｎは
好ましくは４００～３０００ｇ／ｍｏｌであり、より好ましくは５００～２０００ｇ／ｍ
ｏｌであり、最も好ましくは６００～１５００ｇ／ｍｏｌである。
【００２９】
　オリゴマー（Ａ）１分子あたりの（メト）アクリレート基の数の算術平均値は２．１～
５である。これにより、重合可能な混合物中に存在するオリゴマー分子全てに関する平均
がわかる。その平均は、好ましくは２．５～４．５であり、より好ましくは２．８～４．
２である。また、その平均が維持されるという条件で、結果的に、実際に２官能性又は単
官能性オリゴマーがその混合物中に存在しても良い。
【００３０】
　基本的に可能なオリゴマー（Ａ）の中から、当業者はポリマーネットワークの要求され
る特性に従って適切に選択することができる。
【００３１】
　重合可能な混合物中に共に使用されるオリゴマー（Ａ）の総量は、１９．９～９９．８
質量％、好ましくは４５～９８質量％、より好ましくは５０～９６質量％、最も好ましく
は５５～９５質量％である。
【００３２】
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モノマー（Ｂ）
　オリゴマー（Ａ）に加えて、適宜、オレフィン基を含み且つモル質量が３５０ｇ／ｍｏ
ｌより小さい更なるモノマー（Ｂ）を使用することができる。モル質量は、３００ｇ／ｍ
ｏｌより小さいことが好ましい。例えば、ネットワークの密度又はネットワークの極性の
ような、ポリマーネットワークの特性に要求される作用を発揮させるために、当業者はこ
の種類のモノマーを使用することができる。
【００３３】
　そのモノマーは、好ましくは１～３のオレフィン基を有する。そのオレフィン基は、好
ましくは（メト）アクリレート基及び／又はビニルエーテル基、より好ましくは（メト）
アクリレート基、最も好ましくはアクリレート基である。
【００３４】
　使用することができるモノマー（Ｂ）の例は、Ｃ１－Ｃ２０のアルキル（メト）アクリ
レート、又は２０までの炭素原子を有する芳香族ビニルを含む。例えば、メチル（メト）
アクリレート、エチル（メト）アクリレート、ｎ－ブチル（メト）アクリレート、２－エ
チルヘキシル（メト）アクリレート、又は４－ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシル（メト）
アクリレートが含まれる。適切な芳香族ビニル化合物は、例えば、ビニルトルエン、α－
ブチルスチレン、４－ｎ－ブチルスチレン、４－ｎ－デシルスチレン、又はスチレンが含
まれる。この種類の比較的無極性のモノマー（Ｂ）を用いて、極性が低減されたネットワ
ークを得ることができる。
【００３５】
　本発明の一つの変形例として、更なる官能基を有するモノマーを使用することができる
。適切に選択された基を使用することにより、例えば、ネットワークと作用剤の間に狙っ
た方法で、そして、結果的に作用剤の解放速度を調節できる、水素結合の形成のような二
次的な相互作用を発現させることができる。比較的極性を有するネットワークは、ポリア
ルキレンオキシド単位、より詳細にはポリエチレンオキシド単位を包含するＯＨ基置換さ
れたＣ１－Ｃ２０アルキル（メト）アクリレート又は（メト）アクリレートであるモノマ
ー（Ｂ）により得ることができる。例えば、ヒドロキシエチル（メト）アクリレート、ヒ
ドロキシブチル（メト）アクリレート、又はポリエチレングリコール（メト）アクリレー
トが含まれる。
【００３６】
　更なるモノマー（Ｂ）は、例えば、トリメチロールプロパンのトリ（メト）アクリル酸
エステル、ペンタエリスリトールのテトラ（メト）アクリル酸エステル、及びそれらのエ
トキシル化及び／又はプロポキシル化誘導体、及び、ジプロピレングリコール、トリプロ
ピレングリコール、ジエチレングリコール、１，２－エタンジオール、１，３－又は１，
４－又は１，６－ヘキサンジオールのジ（メト）アクリル酸エステルが含まれる。加えて
、また例えば、ＣＯＯＨ基を包含するモノマー（Ｂ）を使用することも可能である。
【００３７】
　好ましいモノマー（Ｂ）は、例えば、１，４－ブタンジオールジアクリレート、１，６
－ヘキサンジオールジアクリレート、ジプロピレングリコールジアクリレート、トリプロ
ピレングリコールジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、ジシクロ
ペンタジエニルアクリレート、及びトリエチレングリコールジビニルエーテルが含まれる
。
【００３８】
　重合可能な混合物中に共に使用されるモノマー（Ｂ）の総量は、０～４９、８質量％、
好ましくは５～４５質量％、より好ましくは１０～４０質量％、最も好ましくは２０～４
０質量％である。
【００３９】
　また一般に、存在するモノマー（Ｂ）の量は、モノマー（Ｂ）の量がオリゴマー（Ａ）
及びモノマー（Ｂ）の合計量に基づいて５０質量％以下、好ましくは４５質量％以下とな
るように設定される。
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【００４０】
重合開始剤（Ｃ）
　さらに、重合可能な混合物は、光重合可能な混合物中に溶解する少なくとも１種の重合
開始剤を含む。当のその開始剤は、要求される重合手法に従って当業者に選択される光化
学及び熱のどちらの活性化型重合開始剤であってもよい。
【００４１】
　使用することができる光開始剤は、例えば、モノ－又はビスアシルホスフィンオキシド
、ベンゾフェノン又はヒドロキシアセトフェノン、それらの誘導体、又はこれらの光開始
剤の混合物を含む。具体的な例は、ＤＥ １０２ ５９ ６７３ Ａ１の段落［０１７９］～
［０１８４］に開示されている。光開始剤は、使用される放射線（radiation）の性質に
従って、公知の方法で当業者により選択される。
【００４２】
　使用することができる熱開始剤は、もしそれらの熱安定性が早期のブレークダウンを受
けないようであれば、基本的に当業者に公知の開始剤である。例としては、ジベンジルペ
ルオキシド、ｔｅｒｔ－ブチルペルオクトエイト、ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシイソブチ
レート、又は２，２’－アゾビス（イソブチロニトリル）が含まれる。
【００４３】
　重合開始剤の量は、重合可能な混合物の成分の総量に基づいて、０．１～８質量％、好
ましくは１～６質量％、より好ましくは２～５質量％である。
【００４４】
作用剤（Ｄ）
　さらに、重合可能な混合物は、少なくとも１種の作用剤（Ｄ）を含む。一般的には、“
作用剤（active）”という言葉の意味を、当業者は生物体中で効果又は反応を生じさせる
物質を包含するものと理解する。例としては、農薬、薬剤、殺生物剤、防腐剤、伝達物質
、又は芳香剤及びフレーバーが含まれる。本発明における意味における“作用剤”という
言葉は、もっと幅広い意味で使用されることを意図されており、非生物系中で何らかの効
果又は反応を生じさせる物質を含むことを意図されている。そのような物質の例としては
、染料又は標識化合物を含む。
【００４５】
　作用剤（Ｄ）は光重合可能な混合物中に溶解性又は少なくとも分散性があり、好ましく
はその混合物中に溶解性があるべきである。当業者にとって、その溶解性は光重合可能な
混合物の性質、より詳細にはオリゴマー（Ａ）、及び適宜にモノマー（Ｂ）の性質に依存
することは自明である。あるオリゴマーに良好な溶解性を有する作用剤が、他のオリゴマ
ーにはそれほど良好ではない溶解性を有していても良い。その溶解性は、重合可能な混合
物中に特に要求される濃度で溶解するために、少なくとも十分に高くなければならない。
当業者は、その作用剤に従って、オリゴマー（Ａ）及びモノマー（Ｂ）に関する限り、適
切な選択をする。
【００４６】
　さらに、重合反応のうちに、ネットワーク成分と化学結合を形成することで作用剤の解
放が低減しないように、作用剤はできるだけネットワークと反応しないようにするべきで
ある。より詳細には、作用剤は、作用剤自体にいずれのオレフィン系の重合可能な基も含
ませるべきではない。溶解性を有する助剤が好ましいが、助剤（Ｄ）が重合可能な混合物
中に分散することができれば、本発明の実施のためには十分である。重合可能な混合物中
では、基本的に公知の方法で、対応する助剤が用いられることにより、より詳細には、対
応する界面活性剤が用いられることにより、助剤の分散性を高めることができる。
【００４７】
　重合可能な混合物中で共に使用される作用剤（Ｄ）の総量は、０．１～８０質量％であ
り、好ましくは１～３０質量％であり、より好ましくは２～１０質量％であり、最も好ま
しくは３～８質量％である。
【００４８】
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　本発明の好ましい一実施の形態では、作用剤は殺生物剤である。ここで、当の殺生物剤
は、どのような種類の殺生物的に作用する物質でもよく、例えば、殺菌剤、殺真菌剤、除
草剤、殺虫剤、殺藻剤、ダニ駆除剤、消毒薬、軟体動物駆除剤、殺線虫剤、殺鼠剤、又は
抗ウイルス剤のような物質が挙げられる。
【００４９】
　殺生物剤は、例えば、コンテナにおけるカビの繁殖及び／又は腐敗の予防を意図した、
より詳細には最初の開封後のそれらの予防を意図した、缶又はコンテナ中での保存のため
の殺生物剤でよい。保護のための物質の例は、より詳細には、包装されたエマルジョンペ
ンキ又はワニスが含まれる。
【００５０】
　また、殺生物剤は、コーティングフィルムへのカビ、細菌、及び／又は藻類の蔓延の予
防を意図した、フィルム保護のための殺生物剤でも良い。
【００５１】
　適切な殺生物剤の例としては、１，２－ベンズイソチアゾリン－３－オン、２－メチル
イソチアゾリン－３－オン、ブロノポール、ジンクピリチオン、Ｎ２－ｔｅｒｔ－ブチル
－Ｎ４－エチル－６－メチルチオ－１，３，５－トリアジン－２，４－ジアミン（テルブ
トリン）、３－ヨード－２－プロピニルブチルカルバマート、及びメチルイソチアゾリノ
ン、オクチルイソチアゾリノン、ジクロロオクチルイソチアゾリノン、又はベンズイソチ
アゾリノンのようなイソチアゾリノン誘導体が含まれる。
【００５２】
　さらなる例としては、農作物保護に使用することができる殺生物性の作用剤が含まれる
。例としては、フェンプロピモルフ、エポキシコナゾール、又はジチアノンのような殺真
菌剤、又はジカンバ、イマザピル、イマザモックス、イマザピック、メタザクロル、サフ
ルフェナシル、又はテルブトリンのような除草剤が含まれる。
【００５３】
　化合物は、好ましくは、例えば、Ｎ２－ｔｅｒｔ－ブチル－Ｎ４－エチル－６－メチル
チオ－１，３，５－トリアジン－２，４－ジアミン（テルブトリン）のような除草剤でよ
い。
【００５４】
　本発明のさらなる好ましい実施の形態では、その作用剤は伝達物質又は香気であり、特
に、フェロモンであり、特に、農作物保護のために適用されるフェロモンである。フェロ
モンの例は、酢酸（Ｚ）－９－ドデセニル（(Z)-dodec-9-enyl acetate）である。それら
は、例えば、（キクイムシの罠への）集合のため、又は（ヨーロッパブドウヒメハマキ（
European grape berry moth）の）方向感覚を喪失させるために使用することができる。
【００５５】
　異なる作用剤の混合物もまた使用することができることは理解される。要求される最終
用途に従って、当業者は作用剤の適切な選択を行う。
【００５６】
助剤及び添加剤（Ｅ）
　さらに、重合可能な混合物は０～２０質量％の更なる助剤及び／又は添加剤（Ｅ）を含
んでよい。このようにして、その最終用途に従って、ポリマーネットワークの特性に対応
して適合させることができる。
【００５７】
　当の助剤及び／又は添加剤は、例えば、抗酸化剤、ＵＶ安定剤、活性剤、充填剤、顔料
、染料、脱ガス剤、光沢剤、帯電防止剤、難燃剤、増粘剤、揺変剤、流量調整助剤、バイ
ンダー、消泡剤、又は界面活性剤でも良い。
【００５８】
　ＵＶ安定剤は、例えば、オキサニリド、トリアジン及びベンゾトリアゾール、及びベン
ゾフェノンで良い。それらは単独で、又は適当なフリーラジカル消去剤と共に使用するこ
とができる。適当なフリーラジカル消去剤は、例えば、２，２，６，６－テトラメチルピ
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ペリジン、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルピペリジン、又はそれらの誘導体（例えば、ビ
ス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート）のような立体障害ア
ミンである。
【００５９】
　さらなる助剤及び／又は添加剤（Ｅ）の量は、好ましくは０～１５質量％、より好まし
くは０～１０質量％、最も好ましくは０～５質量％である。
【００６０】
ポリマーネットワークの製造
　ポリマーネットワークは、好ましくは、重合処方の光化学的又は熱的に活性化されたフ
リーラジカル重合により製造することができる。
【００６１】
　この目的のために、まず、成分（Ａ）、（Ｃ）、（Ｄ）、並びに適宜（Ｂ）及び（Ｅ）
がお互いに全て混合される。混合は、例えば、単純なロールミキサーのような、典型的な
混合ユニットにより行われてよい。重合開始剤は、要求される重合手法に従って選択され
る。重合が熱的に行われる部位では、混合時の温度は開始剤の１０時間の半減期の温度、
１０ｈ－ｔ１／２より十分に低く維持するべきである。８０℃より大きいＴ（１０ｈ－ｔ

１／２）が適切であるとわかった。
【００６２】
　本発明の好ましい一実施の形態では、製造は光化学的に行われる。通常、この目的のた
めの重合性組成物は、例えば、ガラスのような好適な基材に、例えばナイフ塗布によって
薄いフィルムに加工される。フィルムの厚さに制約はない。例えば、５ｍｍまで、通常２
ｍｍまでの厚さのフィルムでもよい。フィルムの厚さは、１０～５００μｍ、好ましくは
２０～３５０μｍ、より好ましくは３０～２５０μｍ、最も好ましくは５０～２００μｍ
が適当であることがわかった。
【００６３】
　その後、そのフィルムは重合のための適当な線源で照射されて良い。照射硬化は好まし
くは紫外線又は紫外可視光への照射により行われる。使用される線源の例としては、高圧
水銀灯、レーザー、パルスランプ（閃光）、ハロゲンランプ、又はエキシマエミッターが
含まれる。また、二以上の線源が硬化のために使用することができることが理解され、ま
たそれらの線源がそれぞれ異なる波長範囲で放射されることも理解される。
【００６４】
　また、もし適切であれば、照射は、例えば不活性ガス雰囲気下のように、酸素の無い状
態で実施することができる。適当な不活性ガスは、より詳細には窒素、希ガス、又は二酸
化炭素を含む。
【００６５】
　架橋結合の後に、重合フィルムは基材から除去することができる。それはそのままで使
用することができ、でなければ、例えば重合後に細片を形成するために細かに砕くことが
でき、又は粉末にするためにすりつぶすことができる。得られる粒子は、例えば、５～１
００μｍ、好ましくは１０～６０μｍの直径を有する。しかし、本発明がその直径に制限
されることはない。また、重合フィルムを基材と一緒に使用することもでき、又は基材と
一緒に重合フィルムを細かく砕くこともできる。
【００６６】
　光化学的重合と同様に、熱的重合は、十分な温度へフィルムを加熱することにより実施
することができ、またそれは熱的重合のためのフィルムを５００μｍより厚くすることを
可能にする。
【００６７】
　本発明の好ましい一実施の形態では、熱的重合は懸濁重合（ビーズ重合とも言う）とし
て実施される。この場合、ポリマーネットワークは微細ポリマー粒子の形状で得られる。
懸濁重合の手法は基本的に当業者に公知であり、例えば、“Ｈｏｕｂｅｎ－Ｗｅｙｌ”（
Ｅ２０巻、１１４９ページ）に記載されている。特に、一定の粒度分布を有する生成物の
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製造方法がＥＰ ０４６ ５３５及びＷＯ ０２／２４７５５により開示されている。
【００６８】
　懸濁重合においては、まず、重合可能な混合物が適当な分散ユニットを用いて水中に懸
濁される。このような状況においては、少量のＳＤＳのような適当な界面活性剤を水相に
添加することが適切であることがわかった。続いて、懸濁された粒子は混合物全体として
８０～１００℃の加熱により重合される。例えば、ある環境では、分散操作により導入さ
れる熱のみで十分である。粒子の大きさは分散操作の激しさにより、及び界面活性剤の量
により調節することができる。その粒子は、球体、楕円体、引き伸ばされた、平面の、又
は他の不規則な形状でも良い。好ましい粒子は、０．２～５０μｍの大きさを有する。非
球形の粒子の場合には、この図はそれぞれの場合において長径のことを述べている。
【００６９】
作用剤を含んだポリマーネットワークの特性及び使用方法
　作用剤（Ｄ）を含んだポリマーネットワークは、作用剤が中でその効果を示す系とネッ
トワークとの接触により使用することができる。これは、例えば、その系とそのままのフ
ィルムとの接触、又はその系と、例えば、粉末のような粉砕した物質の接触により実施す
ることができる。
【００７０】
　作用剤（Ｄ）は非共有結合的相互作用によりしっかりとそのネットワーク中に結び付け
られる。一方では、そのネットワーク中への作用剤の結合の結果として、その作用剤は、
一方では、大きく遅延された速度に限定されてその系へ伝達される。さらに、そのネット
ワーク中での作用剤は、周囲の効果から保護され、そして、それら作用剤が全く分解され
ない、又はそれらが少なくとも大きく遅延して分解されるという結果がもたらされる。そ
のネットワークは水溶性ではないので、おまけに水溶性の作用剤を水環境に固定すること
ができるという結果がもたらされる。
【００７１】
　作用剤の解放速度は化学的及び物理的パラメータにより調節することができる。調節の
ための化学的及び物理的パラメータは、作用剤とネットワークの間の非共有結合的相互作
用、及びまたネットワーク密度とネットワーク膨張の間の非共有結合的相互作用を含む。
オリゴマー（Ａ）及び／又は比較的多数（例えば、３以上）の（メト）アクリレート基を
有するモノマー（Ｂ）の使用によるネットワーク密度の増大は、作用剤の解放の遅延とい
う一般的な効果をもたらす。当然、その解放は低温よりも上昇された温度下においてより
速くなる。
【００７２】
　作用剤として殺生物剤を含むポリマーネットワークは、例えば、工業材料の保護のため
に、より詳細には、微生物の蔓延からその材料を保護するために使用することができる。
【００７３】
　工業材料の例としては、好ましくは液体工業材料、より詳細にはコーティング材料、塗
料、含浸材料、ワニス、フレキソインク又はインクジェットインクのようなカラー又は印
刷インク、例えば、アクリレート又はスチレン－アクリレート分散物のような分散物、及
びまた、例えば、壁画、表面コーティング又は織物用助剤として使用するためのそのよう
な分散物の製剤が含まれる。更なる例としては、ポリウレタン分散物、及び、例えば、木
材、紙、又はプラスチック上のコーティングのための透明ワニスの製造のためのような、
それらポリウレタン分散物の使用方法が含まれる。また、その材料は、石工職人のしっく
いのような建築分野からの製造物でもよい。
【００７４】
　工業材料は、好ましくは塗料及び／又は分散物でもよい。これらは、好ましくは、例え
ば、水性分散物又は水性塗料のような水性の工業材料でよい。さらに、何らかのコーティ
ング材料のフィルムが好ましく用いられる。
【００７５】
　作用剤を含んだポリマーネットワークが、例えば、ネットワークと工業材料、より詳細
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にはネットワークと塗料及び／又は分散物から形成された粉末又は粒子の混合により、使
用されてもよい。これは、好ましくは、製品が適切なパッケージに分配される前、又は単
に製品が適切なパッケージに分配された後に行われて良い。このようにして、工業材料は
長期の貯蔵でさえも保護される。コーティング材料、より詳細には塗料及び／又は分散物
の処理に続いて、その結果として生じるフィルムが同様に保護される。
【００７６】
　ここで、作用剤、より詳細には使用される殺生物剤の性質は、保護される材料の性質、
及び／又は材料が使用される環境により左右される。従って、例えば、水中工法のための
コーティング材料、及びそれらを使用して処理されたフィルムは、特に藻類に蔓延に対し
て良好に保護されるに違いない。当業者は、要求される特定の最終用途に対して特に好適
な作用剤を知っている。
【００７７】
　また、要求される処理に依存して、２以上の作用剤を組み合わせて使用することも可能
である。これは、ネットワークの製造の際に、２以上の作用剤を使用することにより成し
遂げることができる。
【００７８】
　本発明の特に好ましい一実施の形態では、少なくとも２種の異なるポリマーネットワー
クの組み合わせに使用することができ、それらポリマーネットワークのそれぞれが異なる
作用剤を含む。この場合、それぞれのポリマーネットワークは、それぞれの場合における
作用剤の解放速度を等しくするようにして作用剤に適合させることができる。このように
して、その系において両方の作用剤の一致した割合が保証される。
【００７９】
　本発明の更なる好ましい実施の形態では、作用剤は、例えば、殺虫剤又は除草剤のよう
な農薬であっても良い。この種類のポリマーネットワークは、農作物防護のために使用す
ることができる。
【００８０】
　一つの好ましい農作物保護の適用では、作用剤は除草剤である。最適活性のために、除
草剤は土壌深くに浸透させすぎるべきではなく、その代わり地面の最上層に留めるべきで
ある。それらの粒子サイズ及び非水溶性のため、ポリマーネットワークの粒子は大地の表
面に留まり、又は、少なくとも、深層へのそれらの浸透は大きく遅延される。これは、そ
の表面又は地表層への作用剤の有効濃度を保証する。
【００８１】
　本発明のネットワークは、農薬の特に強く遅延された解放をもたらす。それゆえに、そ
のネットワークは、保護される領域が後退しなければならない時間間隔が大きく増大する
ことにより、長期間の適用に特に適している。そのような処理の例としては、森林、線路
床及びレール盛土の処理、又は高圧電線下の領域の処理が含まれる。
【００８２】
　さらに、本発明のネットワークは、例えば船体の処理のための、例えばよごれ止め塗料
又はコーティングの成分として適している。
【実施例】
【００８３】
　以下の例は、本発明をより詳細に説明することを意図している。
【００８４】
使用される出発材料
ウレタンアクリレート（Ａ１）の製造
　ＤＥ １０２ ５９ ６７３ Ａ１、１６ページの説明に従い、ウレタンアクリレートＢ１
をウレタンアクリレートに使用した。平均モル質量Ｍｎは約１１００ｇ／ｍｏｌであり、
平均アクリレート官能価は約３．４である。
【００８５】
ポリエステルアクリレート（Ａ２）の製造
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　ポリエステルアクリレート（Ａ２）の製造はＥＰ ６８６ ６２１ Ａ１、５／６ページ
からの例に従って実施した。平均モル質量Ｍｎは約６５０ｇ／ｍｏｌであり、平均アクリ
レート官能価は約４．０である。
【００８６】
ポリエステルアクリレート（Ａ３）の製造
　ポリエステルアクリレート（Ａ３）の製造はＥＰ ０１２６３４１ Ａ１からの例８に従
って実施した。平均モル質量Ｍｎは約１１００ｇ／ｍｏｌであり、平均アクリレート官能
価は約２．６である。
【００８７】
ポリエーテルアクリレート（Ａ４）の製造
　最初に、トリメチロールプロパンを一般的な方法によりエトキシル化した（平均エトキ
シル化度は約３．５である）。それから、得られたエトキシル化トリメチロールプロパン
をアクリル酸で完全にエステル化した。
【００８８】
　平均モル質量Ｍｎは約４５０ｇ／ｍｏｌであり、平均アクリレート官能価は約３．０で
ある。
【００８９】
エポキシアクリレート（Ａ５）の製造
　エポキシアクリレート（Ａ５）の製造は、ＥＰ ９２１ １６８ Ａ１からの例１ａに従
って実施した。平均モル質量Ｍｎは約５１０ｇ／ｍｏｌであり、平均アクリレート官能価
は約２．４である。
【００９０】
作用剤
　作用剤Ｄは：
Ｄ１　テルブトリン（Ｎ２－ｔｅｒｔ－ブチル－Ｎ４－エチル－６－メチルチオ－１，３
，５－トリアジン－２，４－ジアミン，殺藻剤／除草剤）
Ｄ２　ジカンバ（３，６－ジクロロ－２－メトキシ安息香酸，除草剤）
Ｄ３　フェロモン
　を使用した。
【００９１】
　ウレタンアクリレート（Ａ１）中でのテルブトリンの溶解性は８～１０質量％、ポリエ
ーテルアクリレート中では１６～１８質量％、そして水中では約２０ｍｇ／ｌである。
【００９２】
光開始剤
　光開始剤は２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オンを使用した。
【００９３】
実施例１～６
作用剤を含んだポリマーネットワークの光化学的な製造：
　オリゴマー（Ａ）、適宜モノマー（Ｂ）、光開始剤（Ｃ）、及び作用剤（Ｄ）、及びま
た、適宜（Ｅ）を、表１に示した量で、ローラーミキサーを使用して１０～４８時間、お
互いに強く混合した。続いて、ドクターブレード（実施例１～３：２００μｍ；実施例４
：５０μｍ）を用いてガラス板に、表１に示した厚さでフィルムを施し、そのフィルムを
１３０Ｗ／ｃｍの強度を有するＵＶ光で２回、それぞれ約０．５秒間照射した。
【００９４】
　コーティングしたフィルムはガラス板から注意深く取り除いた。フィルムの部分から直
径７０ｍｍの円盤状の孔を開けた。その円盤を作用剤の解放の実験のために使用した。
【００９５】
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【表１】

【００９６】
　実施された試験の組成：それぞれの場合において、全ての量のデータは、重合可能な組
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トリアクリレート）
【００９７】
実施例７
フィルムの粉末への加工
　最初に、実施例４に従って得られたコーティングされたフィルムをガラス板から除去し
た。その間に、そのフィルムは既に多数の小片に破壊された。その後、小片を超遠心ミル
（ＺＭ １００，Ｒｅｔｓｃｈ）使用して粉砕した。そのミルのローターは予めドライア
イスで冷却していた。粉砕は２回行った。最初の粉砕では５００μｍの環状の篩を使用し
、２回目の粉砕では８０μｍの環状の篩を使用した。約５～１００μｍのサイズの粒子を
得た。
【００９８】
実施例８
懸濁重合法による作用剤を含んだポリマーネットワークの製造
　オリゴマーＡ４を使用して懸濁重合を行った。
【００９９】
　１７．３ｇ（８６．５質量％）のオリゴマー（Ａ４）、２ｇのテルブトリン（１０質量
％）、０．６ｇのジベンゾイルペルオキシド（３質量％）、及び０．１ｇの１－オクタデ
カノール（０．５質量％）の混合物を、透明な溶液が得られるまで暗所で４８時間撹拌し
た。その後、その混合物を０．５％強度のＮａＨＰＯ４水溶液２００ｇに注ぎ、そしてそ
の系に、さらに０．２ｇのドデシル硫酸ナトリウムを添加し、分散ユニット（Ｕｌｔｒａ
－Ｔｕｒｒａｘ Ｔ２５，ＩＫＡ Ｌａｂｏｒｔｅｃｈｎｉｋ）を使用して９５００ｒｐｍ
で水溶液中に分散した。その混合物を、最初に８０℃まで急速に加熱し、それからさらに
ゆっくり、重合が開始するまで、８８～９２℃で１０分間加熱した。重合後に、得られた
生成物をろ過により分離し、洗浄し、そして乾燥した。結果として生じた粉末小片（powd
er crumbs）を乳鉢で注意深く細かく砕いた。これにより、約５０～２００ｎｍのサイズ
の微細な粒子を得た。
【０１００】
　得られた粉末は、（例えば、塗料分散物の）保護が要求される媒質に直接添加すること
ができる。
【０１０１】
試験結果
　水と接触した作用剤の解放を実施例１～３、及び実施例５で得られたそれぞれのネット
ワークで測定した。
【０１０２】
　この目的のために、上述のことから得られたフィルム円盤を４０ｍｌの完全な純水を含
有する密閉可能な容器中に室温で置いた。そして、その容器を密閉状態で一定時間室温で
保管した。
【０１０３】
　その後円盤を取り除き、そして４０ｍｌの新しい水を含むさらなる容器中で室温で一定
時間保管した。この処理サイクルを数回繰り返した。
【０１０４】
　水中でのそれぞれの貯蔵において、作用剤が解放された。その水中での作用剤のそれぞ
れの濃度を円盤の除去の前にＨＰＬＣを用いて分析した。
【０１０５】
　その解放された量をそれぞれの場合で表２に要約する。
【０１０６】
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【表２】

【０１０７】
　実施例１及び実施例２に従って、作用剤の解放の時間プロフィル（time profile）を図
１中に配列した。
【０１０８】
　解放速度はポリマーネットワークのための成分の選択により非常に効果的に調節するこ
とができ、そしてその解放はそのネットワーク構造を用いることにより非常に大きな程度
で遅延することができることがその結果より示された。実施例２では、１０００時間より
多くの時間の経過後でさえ、作用剤が１１％のみしか解放されていない。

【図１】
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